
 

 

 

 

  

     

  

  

  

3 資料編

資料 1 ため池の概要
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【ため池の概要】

【ため池所有者及び管理者】

【築造年代】

(注） 農林水産省ホームページに基づき、当省が作成した。
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資料 2 管理保全法と特措法の関係

(注） 農林水産省の資料等に基づき、当省が作成した。 
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資料 3 劣化状況評価等の内容等

(注） 農林水産省の資料等に基づき、当省が作成した。 
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資料 4 ため池データベースの登録項目

(注） 1 「農業用ため池の管理及び保全に関するガイドライン」から引用 
2 本資料において、「本法」とは管理保全法を指す。 
3 資料中の［注 1］～［注 4］については以下に記載のとおりである。

［注 1］ コード番号とは、データベースにおける個別の農業要ため池の整理番号である。

［注 2］ 施設管理者の属性（管理者区分）とは、行政、土地改良区、組合、個人等を意味し、届出内容から選択

する。

［注 3］ 所有者の属性（所有者区分）とは、行政、土地改良区、組合、個人等を意味し、届出内容から選択する。

［注 4］ レベル 1及びレベル 2地震動に対する耐震性能を求める施設の重要区分
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資料 5 防災重点農業用ため池の評価結果を独自に取りまとめて公表している

事例（広島県）

（参考）

(注） 広島県ホームページから引用
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資料 6 浸水想定区域を決壊地点ごとにパターンを分けて掲載するとともに、

使用できない可能性のある避難場所等について注意書きを行うなど、住民に

対し分かりやすく周知している事例（大阪府貝塚市）

(注） 大阪府貝塚市のホームページから引用
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資料 7 災害時に水位等の情報を速やかに提供し、自主避難行動につなげるこ

とを目的に、ため池の観測状況をホームページにおいて公開している事例

（和歌山県和歌山市）

(注） 和歌山県和歌山市のホームページから引用
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